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InfoCom Economic Study Discussion Paper Series は、情報経済に関する幅広い領域の調

査･研究について、時宜を得た問題提起と活発な議論の喚起を目的に、広く情報通信分野に関す

る学術研究の成果の一部を公開するものである。 

内容については、事実関係、解釈、意見のすべてにおいて、所属する組織、団体等の公式見

解ではなく、執筆者個人の責任に帰するものである。学術界のみならず関連する産業界、官界

等の方々から幅広くコメントを頂くことによって、専門的、学際的叡智を結集し、査読誌や専

門ジャーナルへの投稿など、より良い研究成果が導かれることを願う次第である。
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〔要約〕 

本稿では、まず、日本における情報サービス業の起源と変遷について技術・産業・投資の 3

点から整理した後、先行研究をもとにその特徴と抱える課題について考察した。その結果、

情報サービス業は 1980 年代後半に台頭してきたこと、情報サービス業が抱える課題の本質

は一方的な受託開発であり、これは台頭時も現在も変わらないことが明らかとなった。ここ

での一方的な受託開発とは、ユーザ企業が要件定義から全てベンダー企業へと丸投げにし

ている状態を指す。次に、Digital Transformation (DX)という概念に着目して本稿での定義を

した後、先行研究をもとに情報サービス業の今後の展望について考察した。本稿では DX に

ついて、「企業がデジタル技術とデータ/アナリティクスを事業のコアに据え置いて活用し、

製品やサービス、ビジネスモデル、経営戦略を改革することにより競争上の優位性を確立す

ること」と定義した。また、今後の展望として、情報サービス業には IT の専門家という立

場からユーザ企業と共に新たなビジネスモデルを考えるパートナーとしての役割が重要に

なると結論付けた。 

 

 

〔キーワード〕情報サービス業、技術進歩、システムインテグレーション、ユーザ企業、 

デジタルトランスフォーメーション 
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1．はじめに 

本稿の目的は大きく 2 つに分けられる。1 つ目は、日本における情報サービス業の起源と

変遷を整理することである。2 つ目は、政府が掲げる Society 5.0 とその実現に向けて推進し

ている Digital Transformation (以下、DX)について整理した上で情報サービス業の今後の展望

について考察することである。 

 政府は 2016 年に情報社会(Society 4.0)に続く新たな社会として Society5.0 を掲げ、その実

現に向けて DX を推進している。具体的な取り組みとしては、2015 年以降毎年発表されて

いる経済産業省と東京証券取引所「攻めの IT 経営銘柄」、2018 年に複数回実施した経済産

業省「デジタルトランスフォーメーションに向けた研究会」とその内容をまとめた「DX レ

ポート」と「DX 推進ガイドライン」などが挙げられる。一方で経済産業省(2018a)では、DX

の実行には経営戦略や既存システム、情報サービス業の構造など様々な阻害要因があり、こ

のままでは 2025 年の崖 4に直面して莫大な経済損失を生み出しかねないと指摘している。

その中で筆者は、この阻害要因の根幹を成しているのは日本独特の情報通信産業、特に情報

サービス業ではないかと考えた。そこで、情報サービス業の変遷を技術・産業・投資の変化

とともに整理することで情報サービス業が抱える課題を明示するだけでなく、今後の展望

についても過去の流れをもとにして考察できると考え、本稿を執筆するに至った。 

以下、まず第 2 章では、情報通信産業及び情報サービス業の動向を整理する。続く第 3 章

では、情報サービス業の起源と変遷について技術・産業・投資の 3 点から整理した後、現在

の情報サービス業の特徴と抱える課題についてユーザ企業の課題も交えて説明する。これ

らを踏まえて、第 4 章では、Society 5.0 や DX などの概念について整理した後、情報サービ

ス業の今後の展望についてユーザ企業の展望も交えながら検討を加える。 

 

2．情報サービス業の位置付け 

 本章では、情報通信産業と情報通信産業内の一部門である「情報サービス業」について、

総務省(2020a)や総務省(2020b)をもとにその動向を概観する。 

 

2-1．情報通信産業の動向 

総務省(2020a)によると、情報通信産業の範囲は「通信業」「放送業」「情報サービス業」「イ

ンターネット付随サービス業」「映像・音声・文字情報制作業」「情報通信関連製造業」「情

報通信関連サービス業」「情報通信関連建設業」「研究」の 9 部門とされている。 

 総務省(2020b)によると、2018 年の情報通信産業の実質 GDP(2011 年価格)は前年比 1.5%増

加して 47.0 兆円であり、これは全産業の 9.7%を占めている。また、情報通信産業の部門別

に実質 GDP の推移を見ると、「情報通信関連製造業」や「情報通信関連建設業」等において

減少傾向にある一方で、2010 年以降は「インターネット付随サービス業」が堅調に推移し

                                                        
4 既存システムの課題を克服できない場合、2025 年以降に最大 12 兆円/年(現在の約 3 倍)の経済損失が生じ

る可能性があることを指す(経済産業省[2018a] p27 参照)。 
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ていることがわかる。 

（図表 1） 

 一方、2018 年の米国の情報通信産業は実質 GDP(2009 年価格)が 1.90 兆ドル(前年比 6.8%

増)となっている。総務省(2020a)によると、為替レートの問題があるとはいえ、国全体の経

済規模に占める情報通信産業の割合という点では米国の方が上回っているとしている。ま

た、2000 年の実質 GDP を 100 とした指数を比較すると、2010 年までは同じような伸びを

見せていたが、2010 年以降は米国が日本を大きく引き離す結果となっている。 

（図表 2） 

 

2-2．情報サービス業の動向 

 情報サービス業は情報通信産業を構成する部門の一つであり、「受託開発ソフトウェア業」

「組込みソフトウェア業」「パッケージソフトウェア業」「ゲームソフトウェア業」「情報処

理サービス業」「情報提供サービス業」「市場調査・世論調査・社会調査業」「その他の情報

サービス業」によって構成されている。 

 総務省(2020a)によると、2018 年の情報サービス業の実質 GDP(2011 年価格)は 10 兆 8,670

億円であり、前年比 0.72%増加したとされている。なお、情報通信産業全体の実質 GDP に

占める割合は 23.1%であり、通信業に次いで 2 番目に高い。また、情報通信産業の実質 GDP

の成長率に対する部門別寄与度を見ると、情報サービス業の寄与度は 2000 年代前半に比べ

ると低い水準にある。これは情報サービス業の寄与度が増加傾向にある米国とは対照的な

状態だと考えられる。 

（図表 3） 

 

3．情報サービス業の発展と現状 

 本章では技術面と産業面、投資面から情報サービス業の起源と変遷を時系列で整理し、現

在の情報サービス業が形成されるまでの過程を述べる。その後、現在の情報サービス業の特

徴とその象徴と言える SI(システム・インテグレーション)について説明し、最後に情報サー

ビスが抱える課題について整理する。 

 

3-1．情報サービス業の起源と変遷 

3-1-1．技術面の推移 

 ここでは技術に焦点を当て、ハードウェア、ソフトウェア、通信の 3 つの観点からその推

移を時系列で整理する。図表 4 は 1900 年から現在に至るまでの技術の推移、並びに代表的

な製品をまとめたものである。 

（図表 4） 
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○ハードウェアの技術進化 

 中野(2017)によると、汎用電子コンピュータとして初めて実用化されたのは 1946 年の

ENIAC だとされている。その後 IBM System/360(1964 年)などが登場し、メインフレームの

時代が到来した。長谷川(2000)によると、メインフレームの後にミニコンピュータのような

個人用コンピュータが登場し、1974 年にパーソナルコンピュータ(PC)が登場したとされて

いる。中野(2017)によると、PC 登場の発端となった集積回路(IC)である MPU4004 の開発は

日本の電卓メーカーであるビジコンの依頼によって開始されたものだとされている。この

ことから、一般に PC はそれ以前のコンピュータがダウンサイジングしたものとされている

が、それまでのコンピュータとは全く別の経路から登場したものであると考えることがで

きる。長谷川(2000)によると、Altair8800 が最初に登場した PC とされており、当時はマイク

ロコンピュータという言葉が使われていたという。また、武田(2011)によると、日本では 1979

年がパソコン元年とされており、1980 年以降に IBM や Apple、日本の大手電機メーカー各

社が多くの PC を開発・販売していった。そして現在に至るまで PC はその性能を上げなが

ら進化を続けている。 

 中野(2017)によると、コンピュータの処理能力に関わるトランジスタは 1947年に登場し、

1959 年にはそれをコンデンサらの電子部品とともに 1 つの基板上に実装した IC が登場した

とされている。IC 上のトランジスタ数についてはムーアの法則がよく知られている。平瀬

(2013)によると、「最も有名な”ムーアの法則”の定義は、『集積回路上のトランジスタ数

は、”18 ヶ月毎に倍になる”』というもの 5」とされている。以上のことから、IC 上のトラン

ジスタ数が指数関数的に伸びることがハードウェアの技術推移に大きな影響を及ぼしてき

たことがわかる。 

 

○ソフトウェアの技術進化 

 長谷川(2000)によると、ソフトウェアの代表格である OS が初めて登場したのは 1964 年、

IBM System/360 に搭載された OS/360 であるとされている。その後 1974 年に PC 用 OS が登

場し、1983 年に Windows が登場した。武田(2011)によると、OS において日本のコンピュー

タ市場に大きな影響を及ぼしたのは 1990 年に発表された DOS/V とされている。これは日

本 IBM が発表した PC 用 OS であり、日本語専用のハードウェアなしにソフトウェアのみ

で日本語表示を可能にしたものである。これによって国内市場に国内機種の半値以下の海

外産 PC が投入されるようになり、これを契機として PC 価格の急速な低下が起き、日本企

業も追随することになった。 

 1980 年代後半からはアプリケーションが登場した。武田(2011)によると、日本では 1985

年に日本語ワープロ「一太郎」、1995 年には「Office 95」が発売されたとされている。その

後、ハードウェアの性能が向上するにつれてアプリケーションの多様化が進むことになっ

                                                        
5 平瀬(2013) p98 参照。 
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た。 

 

○通信の技術進化 

 通信の起源は 19 世紀前半まで遡る。中野(2017)によると、1837 年に 5 針式電信機、1844

年にモールス式電信機が発明されたとされている。その後 1893 年に無線電信が登場し、1969

年にインターネットが登場するまでは無線が中心であった。インターネットは 1969 年に登

場後、ARPA ネットワークや CS ネット、ADSL を経て 2001 年に光回線が登場した。また、

通信速度も速くなっており、中野 (2017)では通信速度について、2000 年代前半の

ADSL(500k/s〜1Mbit/s)と比較すると、光回線は 2001 年時点で約 10 倍(10Mbit/s)になり、2010

年には約 100 倍(100Mbit/s)、 2015 年には約 1000 倍(1Gbit/s)にまで高速化したと述べられて

いる。また、自動車電話や携帯電話の登場と共に 1970 年代後半には移動通信が登場した。

1979 年に第一世代移動通信が登場し、その後 1993 年に第二世代、2001 年に第三世代、2015

年に第四世代が登場した。総務省(2020b)で言及されているように、2020 年には第五世代移

動通信が登場し、超高速通信、超低遅延通信、多数同時接続の特徴から、スマートフォンだ

けでなく工場の生産管理等様々な事業での利用に向けて実証事業が進展している。 

 

3-1-2．産業面の推移 

 ここでは日本標準産業分類を用いた産業面の推移を説明する。日本標準産業分類とは、

「統計の正確性と客観性を保持し、統計の相互比較性と利用の向上を図ることを目的とし

て設定された統計基準 6」であり、全ての経済活動を産業別に分類しているものである。日

本標準産業分類上で分類されることはその産業の重要性が認知されてきた証拠であると考

えることができるため、産業面の推移を捉えるために用いることにした。今回は現在用いら

れている第 13 回改定版(2013 年)を基準とし、日本標準産業分類が初めて設定された昭和

24(1949)年まで調査した。なお、調査対象としたのは図表 5 の通りである。 

（図表 5） 

まず、本稿の研究対象である「情報サービス業」について整理する。日本標準産業分類に

おいて「情報サービス業」という項目が初めて登場したのは第 7 回改定(1972 年)である。当

時は大分類「サービス業」の中の小分類であった。また、第 13 回改定(2013 年)において中

分類とされている「ソフトウェア業」は細分類の１つであった。次に大きな変化が見られた

のは第 10 回改定(1993 年)である。システム開発コンサルタントやシステムインテグレーシ

ョンサービス業を含む「受託開発ソフトウェア業」が細分類に登場した。第 11 回改定(2002

年)では大分類「情報通信業」が登場し、初めて大分類「サービス業」から独立した。また、

この時に中分類「インターネット付随サービス業」が初めて登場した。その後の第 12 回改

定(2017 年)では中分類「情報サービス業」と「インターネット付随サービス業」の小分類・

                                                        
6 総務省(2013) p1 参照。 
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細分類が大きく増加した。 

次に情報通信産業に関連する製造業とサービス業の推移に関して、細分類の数を用いて

比較を行った。ここから分かることは 2 つある。1 つ目は、初めて設定された 1949 年以降、

製造業の細分類数がサービス業のそれを常に上回っていることである。2 つ目は、技術進歩

と共にサービス業だけでなく製造業の細分類数も増加し続けていることである。これは技

術進歩に伴ってサービスの多様化が進んだだけでなく、そのための情報通信機器やその部

品も多様化したことが関係していると考えられる。 

（図表 6） 

 

3-1-3．投資面の推移 

ここでは総務省(2020a)のデータを用いて情報化投資額の推移を調べ、主要な投資先から

需要の変化を説明する。図表 7 は 1980 年から 2018 年までの実質情報化投資額(2011 年価格)

をハードウェア・ソフトウェア・通信に分けてグラフ化したものである。ここからわかるこ

とは 2 つある。 

（図表 7） 

1 つ目は、総投資額は 2008 年まで増加傾向だったが、その後横ばいになっていることで

ある。総投資額が最も高かったのは 2008 年であり、そこまで多少の増減はあったが総じて

増加傾向をとっていた。しかし 2009 年以降は大きな伸びを見せることなく、2008 年の水準

を超えない横ばいの状態が続いている。 

2 つ目は、ハードウェア・通信の割合が減少し、ソフトウェアの割合が増加していること

である。1980 年は通信・ハードウェア・ソフトウェアの順で割合が大きかったが、ソフト

ウェアは 1982 年にハードウェアを抜き、2 年後の 1984 年には通信をも抜いて割合が最も大

きくなった。その後通信に再逆転されたが、1988 年以降はソフトウェアの割合が最も大き

くなっている。2018 年になると、1980 年に 23.8%だったソフトウェアが占める割合は 63.5%

まで上昇した。一方でハードウェアと通信はその割合が低下し続けている。以上のことから

1988 年以降は主要な情報化投資はソフトウェアとなっており、その傾向は現在も続いてい

ることがわかる。 

 

3-2．情報サービス業の特徴と SI 

3-2-1．情報サービス業の特徴 

 ベンダー企業によって構成されている日本の情報サービス業の特徴について、経済産業

省(2018a)では 2 つの特徴を挙げている。 

1 つ目はユーザ企業組織の一部機能を構成していることである。本来ユーザ企業は内部の

情報システム部門で全てのシステムを開発するべきである。しかし、情報化社会の進展とと

もにアウトソーシングに頼るようになり、その結果として受託開発が発達した。よって情報

サービス業は、顧客プロジェクトに対して「単に技術者を提供するだけではなく、顧客プロ
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ジェクトの規模の変化に対応すべく顧客側の人件費の変動費化に貢献 7」している。実際、

日本は IT 人材の約 7 割がベンダー企業に集中しており、ユーザ企業に IT 人材の 50〜60%

が存在している欧米各国とは逆の構図が出来上がっている。 

2 つ目は SI を主とした既存 IT システムの受託開発に適した構造的特徴を持っていること

である。木下(2014)によると、情報サービス業の売上高はソフトウェア開発に偏重しており、

その中で受注ソフトウェア開発が 7 割、うち SI による開発が 6 割になるとされている。こ

のことから情報サービス業の主たる売上は SIer(システム・インテグレータ)によって支えら

れており、これが構造的特徴を形作っていることがわかる。また、SI 事業は分業体制となっ

ていることが多く、木下(2014)によると建設業のゼネコンを頂点とした巨大で固定的なピラ

ミッド構造に似た構造だとされている。このような受託開発は「顧客の代わりにリスクを請

け負う契約形態 8」であり、これも 1 つ目の特徴同様に他国には見られない特徴的なものと

言える。 

  

3-2-2．SI の起源と役割 

 SI とは、情報システムの巨大化・複雑化に伴い生まれたユーザ企業側のニーズである「自

社の情報システムを、ハードウェアの選択からネットワークの形成、ソフトウェアの開発ま

で、一括して”丸抱え”で開発してくれること 9」に応え、ベンダー企業が全てを丸抱えで開

発するサービスのことである。また、これを提供するものを SIer と呼ぶ。 

石川・関川(2008)によると、SIer は出身母体によって「メーカー系」「独立系」「ユーザ系」

「商社系」「通信事業者系」「会計監査法人系」の 6 つに分類することができるとされてい

る。また、情報技術関連事業には Microsoft などの独占的企業が多く存在する一方、SI には

独占的企業は存在せず、弱い寡占状態(上位 5 社で 4 割のシェア)にあるとも述べられてい

る。これについては、「SI 事業がサービス提供事業であるため、物の製造販売と異なり、ネ

ットワーク効果、特許による技術保護など独占に必要な条件の確保が困難なこと 10」が理由

として挙げられている。 

 

○SI が登場した背景 

東洋経済(1991)によると、SI が登場した要因は大きく以下の 4 つに分けられる 11。 

①コンピュータは特殊な技術が伴うためシステムの開発・維持が課題になった。 

②情報システム部門が人手不足で保守一辺倒になり、新規開発案件の受注残が増えた。 

③日進月歩で進む技術革新に社内スタッフが追いつけない。 

④景気拡大に陰りが見え、情報処理関連コストの増大に経営トップが警戒し始めた。 

                                                        
7 経済産業省(2018) p21 参照。 
8 経済産業省(2018) p21 参照。 
9 坪倉(1988) p514 参照。 
10 石川・関川(2008) p30 参照。 
11 東洋経済(1991) p10-11 参照。 
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 当時はほほとんどの企業が社内の情報化ニーズに応えることを優先してきたため、長期

的展望を十分に検討する間もなく投資を続けてきた。これがつぎはぎだらけの情報システ

ムに繋がってしまった。このことからユーザ企業側に生まれたニーズこそが上述したもの

であり、これに応えるようにして SI が登場した。 

 

○旧通商産業省による SI 振興政策 

 東洋経済(1991)によると、SI の登場に伴い、政府による振興政策が行われたとされている。

それが 1988 年に発足した、「システム・インテグレーター登録・認定制度」と「統合システ

ム保守準備金制度」である。これらの制度の目的は、①情報サービス業界が業態を高度化す

るための目安・目標とし、業界の地位向上を図る、②SI の普及によりユーザの情報化投資促

進と情報システムの信頼性・安全性を確保する、の 2 つである。SI をユーザに提供できる

力のある情報サービス業社(メーカーは除く)を旧通産省が審査し、一定の基準を満たせば

SIer として登録される。登録企業のうちより厳しい基準を通過した認定企業は、①5,000 万

円以上(ハードウェアは除く)12、②1 年以上の無償補修条項、などを含んだ SI 契約について

保守準備金を積むための優遇税制を受けられる。これらは当時下請け的な体質だった情報

サービス企業をリスクに耐えるシステム・インテグレータへと転身させることを狙ってい

たが、「優遇税制のためよりも、登録・認定を目標に社員のモラルを高め、営業力を強化す

るなどといった体質改善の機運が盛り上がっているのも事実 13」と述べられているように、

経営全般を見直す契機になったという副次的効果もあったとされている。 

 

○SIer に求められる機能 

 坪倉(1988)と石川・関川(2008)では、SIer に求められる機能として、共通のものを 3 つ挙

げている。このうち、石川・関川(2008)では、システムインテグレーション登録制度の概要

を元にして述べられていたため、こちらを参照する。石川・関川(2008)によると、SIer に求

められる機能は、①情報提供機能、②システム供給機能、③メンテナンス機能の 3 つだとさ

れている。情報提供機能とは、システム構築と経営戦略に関するアドバイスから、ユーザが

フォローできないソフトウェア、ハードウェア等に関する技術的情報の提供を行う機能で

ある。システム供給機能とは、実際にシステムを構築して一体的にシステムとしてユーザに

提供する機能である。メンテナンス機能とは、提供したシステムに関し責任を持って保守管

理を実施する機能である。 

 

3-3．情報サービス業及びユーザ企業の課題 

3-3-1．情報サービス業の課題 

 情報サービス産業協会(2019)によると、情報システムは社会活動の中に組み込まれ使われ

                                                        
12 東洋経済(1991) p13 参照。 
13 東洋経済(1991) p108 参照。 
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てきて改良されながら発展していくものであり、情報システムが取り扱う業務の範囲は拡

大し続けていると述べられている。また、①情報システムの対象業務が非定型業務を含めて

拡大し続ける、②要員の要件定義能力を超えて対象業務が拡大する、③多様な情報を組み合

わせて分析し新たな価値を創造することに期待が高まる、という 3 つの問題が拡大してい

ると指摘している 14。このような状況下で情報サービス業は、従来コア事業だった受託開発

事業が縮小見込みにあり 15、新たなビジネスモデルの創造と既存システムの最適化を進め

なければならないという課題に直面していると考えられる。これについて、ユーザ企業との

関係、経営層、人材の 3 点から説明する。 

 

○ユーザ企業との関係が抱える課題 

 情報サービス業内のベンダー企業と顧客であるユーザ企業との主要な関係は、SI に代表

されるような受託開発である。経済産業省(2018a)では、これはユーザ企業がベンダー企業に

要件定義から丸投げの状態になってしまっており、ベンダー企業もそのまま要望を受け入

れてしまっている状態だと指摘している。このような関係では、「ユーザ企業の業務知識と

ベンダー企業の IT 知識が分断されているため、それらを結びつけて新たな知識を創造する

ことが難しい 16」という問題が生まれている。 

 

○経営層が抱える課題 

 経営層が抱える課題については、国内最大手 4 社(富士通、NTT データ、日立製作所、NEC)

を対象として分析したみずほ銀行産業調査部(2018)において 2 つ述べられている。1 つ目は、

低成長な日本市場に依存した内需型の事業構造からの脱却が求められていることである。

日本市場は世界第 2 位の規模を誇っているが、グローバル市場に占める日本市場の比率が

11%17ということを踏まえると、国内事業への依存度が高くなっている。2 つ目は、顧客の

デジタル化への貢献が求められていることである。みずほ銀行産業調査部(2018)では、海外

の大手企業がテクノロジー獲得の手段として積極的に活用する M&A の実績を元にデジタ

ル化への対応について比較・分析を行っている。これは、デジタルテクノロジーが「主とし

て先端技術で構成されるため、多くの企業は技術力やリテラシーが不足する 18」ことから、

ベンダー企業には外部企業との連携や協業が求められるからである。国内最大手 4 社は顧

客のデジタル化の支援及びデジタルビジネスを推進するための体制構築・強化が実施でき

ている一方、最近の海外大手企業 19の M&A 実績と比較すると件数・金額ともに相対的に低

                                                        
14 情報サービス産業協会(2019) p10 参照。 
15 みずほ銀行産業調査部(2018)では、クラウド化の進展によって、SI や IT アウトソーシング等の従来型の

IT サービス事業へのマイナス影響が中長期的に想定されることを指摘している(p155 参照)。 
16 藤田(2019) p58 参照。 
17 みずほ銀行産業調査部(2018) p146 参照。 
18 みずほ銀行産業調査部(2018) p145 参照。 
19 米国系の 2 社(IBM、Accenture)、インド系の 4 社(TCS、Cognizant、Infosys、Wipro)、フランス系の 2 社

(Capgemini、Atos)をベンチマーク企業としている[みずほ銀行産業調査部(2018) p145 参照]。 
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い水準にある。よって海外大手企業の方が積極的に顧客のデジタル化への貢献を推進して

いることが伺える。 

 

○人材が抱える課題 

 ベンダー企業では近年技術者の不足感が強まっている。経済産業省(2018a)によると、これ

は構造問題であるため、人員確保の短期的な解決は難しい状況であると言えるが、その中で

も IT エンジニアのスキルシフトが求められているとされている。このスキルシフトを通し

て、ベンダー企業は「変化の速いデジタル技術にキャッチアップできる人材を活用してユー

ザに価値を提供すること 20」が求められている。また、最近のシステム開発では、「短い開

発期間の単位(イテレーション)を何度も繰り返しながら、成果物の質を向上させていく 21」

開発手法であるアジャイル開発の割合が増加している。アジャイル開発は現場の業務知識

を引き出しつつテストを繰り返し、システムのバージョンアップを行うので業務知識なし

に開発を進められない。そのため、開発を担うベンダー企業の IT 人材にも業務知識が求め

られている。 

 

3-3-2．ユーザ企業の課題 

 ユーザ企業は、ベンダー企業への丸投げによって抱えたレガシーシステムがデジタル化

を阻害しているという課題に直面していると考えられる。この課題について情報サービス

業同様、ベンダー企業との関係、経営層、人材の 3 点から説明する。 

 

○ベンダー企業との関係が抱える課題 

 経済産業省(2018a)では、受託開発構造のためにユーザ企業の内部に情報システムに関す

るノウハウが蓄積しにくい状態にあることを指摘している。開発がベンダー企業任せにな

ると「得られた新たな知識をもとに戦略やビジネスモデルを描くことができない 22」ことも

あり、ベンダー企業に丸投げの状態が問題となっている。諸外国のようにユーザ企業内に IT

エンジニアを抱えて開発を主導している場合は頻度高く小規模にシステムのメンテナンス

ができるが、日本の場合はこれが難しく、システムのブラックボックス化にも繋がっている。 

 

○経営層が抱える課題 

 経済産業省(2018a)では、新たなデジタル技術を活用できるように既存システムを刷新す

る判断を行うユーザ企業がまだ少ないことを指摘しており、その理由として、経営層の関与

が薄く、既存システムを刷新するのではなく、改修して利用し続けた方が安全であると判断

されるケースが多いことを挙げている。また、レガシーシステムがデジタル化の阻害要因に

                                                        
20 経済産業省(2018a) p24 参照。 
21 藤田(2018) p57 参照。 
22 藤田(2018) p58 参照。 
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なってしまっているという問題もある。経済産業省(2018a)によると、現在、IT 関連費用の

うち 8 割以上が既存システムの運用・保守に充てられており、守りの IT 投資が先行して新

たな付加価値を生み出すために必要な攻めの IT 投資が進められない状態にあるとされてい

る。 

 

○人材が抱える課題 

 経済産業省(2018a)では、ユーザ企業においては会社の中にシステムに精通した人やプロ

ジェクトマネジメントできる人材が不足していると指摘している。特に「業務プロセスや周

辺システムとの関係を明確にして、将来あるべきシステムのビジョンを描くこと 23」ができ

る人材が非常に重要であるが、このような人材はユーザ企業には限られているため、ベンダ

ー企業と協力して取り組むことが求められている。 

 

以上、本章を通して情報サービス業の発展と現状を整理してきた。その中で分かったこと

は 2 つある。1 つ目は、情報サービス業は 1980 年代後半に台頭してきたということである。

その根拠として、①アプリケーションの台頭、②ソフトウェアに対する投資額の増加、③日

本標準産業分類における細分類「受託開発ソフトウェア業」の登場、④通商産業省による SI

振興政策の発足が 1980 年代後半から 1990 年代前半にかけて起きたことが挙げられる。2 つ

目は、情報サービス業が抱える課題の本質は一方的な受託開発であり、これは台頭時も現在

も変わっていないと考えられることである。システムを丸抱えで開発して欲しいというユ

ーザ企業のニーズを発端として登場した SI は、IT 知識がユーザ企業とベンダー企業で分断

されてしまうが、個別最適化したシステムを開発することで事業を続けてきた。しかし、技

術が進歩し、ユーザ企業と共に IT を中心とした新たなビジネスモデルを創造する必要が出

てきた現在になってその課題が表出化してきたと考えられる。 

 

4．情報サービス業の今後の展望 

 本章では ICT の発展・普及がもたらしたデジタル経済とその進化の先にある Society 5.0、

そして日本政府が Society 5.0 の実現に向けて進めている Connected Industries 政策について

その概要を説明する。そして Connected Industries、ひいては Society 5.0 の実現に必要な DX

についてその概要と本稿における定義を述べた後、情報サービス業が DX の実現に向けて

どのような取り組みを行うべきか考察する。 

 

4-1．デジタル経済と Society 5.0 

4-1-1．デジタル経済の特徴 

 デジタル経済とは、「ICT がもたらした新たな経済の姿 24」を意味する概念である。総務

                                                        
23 経済産業省(2018a) p18 参照。 
24 総務省(2019) p2 参照。 
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省(2019)ではデジタル経済の特質について、①データが価値創出の源泉となる、②時間・場

所・規模の制約を超えた活動が可能となる、③様々な主体間の関係再構築が必然となる、と

いう 3 つを挙げている。 

 

①データが価値創出の源泉となる。 

コンピューティング資源が高性能化・低廉化したこと、通信インフラ・サービスが発展・

普及したことにより、デジタルデータの生成から利用までを迅速に行えるようになった。こ

れによってビックデータに注目が集まり、AI の発展にも繋がったとされている。これによ

ってデータが価値を創出する力が飛躍的に高まった。 

 

②時間・場所・規模の制約を超えた活動が可能となる。 

 情報を商品として提供する場合、限界費用がほぼゼロで即時に伝達できるようになった

ため、商品を時間と場所の制約を超えて提供できるようになった。これによって市場の拡大

化が起きている。その一方、取引費用の低下により従来は取引費用の高さから困難だった個

人の細かなニーズに合わせた商品の提供が可能になった。これによってロングテール市場 25

が成立し、市場の細粒化が起きている。 

 

③様々な主体間の関係再構築が必然となる。 

ICT は企業外部の取引費用と企業内部の取引費用の双方を引き下げる効果をもたらす。つ

まり、ICT によって新たな費用構造が生まれているため、人と企業の関係の再構築であるギ

グエコノミー26や企業間関係の再構築であるモジュール化とグローバルバリューチェーン

の形成などが起きることになる。 

 

4-1-2．Society 5.0 の特徴 

総務省(2019)では、ICT の発展・普及が進んでデジタル経済が進化した先にある社会の姿

として Society 5.0 を位置付けている。Society 5.0 は内閣府(2016)において、狩猟社会(Society 

1.0)、農耕社会(Society 2.0)、工業社会(Society 3.0)、情報社会(Society 4.0)に続いて日本が目指

すべき未来社会の姿として初めて提唱された。その定義は、「サイバー空間(仮想空間)とフ

ィジカル空間(現実空間)を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決

を両立する、人間中心の社会(Society)27」とされている。 

Society 5.0 に類似した概念は各国で提唱されており、代表的なものにドイツの「Industrie 

4.028」、アメリカの「AMP (Advanced Manufacture Partnership)」、中国の「中国製造 2025」な

                                                        
25 総務省(2019)によると個人や少数の主体のニーズに即した多品種少量生産の市場を指すとされている。 
26 インターネットを通じて単発又は短期の仕事を受注する働き方を指す [総務省(2019) p137 参照]。 
27 内閣府(https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/index.html) 参照。 
28  JETRO(2014)によると、モノとサービスのインターネットの製造プロセスへの応用により、生産プロセ

スの上流から下流まで垂直方向にネットワーク化し、注文から出荷までリアルタイムで管理される複数
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どが挙げられる。内閣府(2016)によると、これらの共通項はものづくり分野で ICT を最大限

に活用し、第 4 次産業革命とも言うべき変化を先導していく官民協力の取り組みとして打

ち出されたものとされている。 

 Society 5.0 で実現する社会では、経済発展と社会課題の解決が両立される。現在の社会シ

ステムでは、「経済発展に相反(トレードオフ)して解決すべき社会課題は複雑化してきてお

り 29」、経済発展と社会課題の解決を両立することは難しい。そこで、IoT やロボット、AI

等の先端技術をあらゆる産業と社会生活に取り入れ、格差なく多様なニーズにきめ細やか

に対応したモノ・サービスを提供する Society 5.0 へ移行することを目指している。 

 

4-2．日本の Connected Industries 政策 

 Society 5.0 は幅広く社会の未来像として打ち出したものであり、藤田(2019)では、世界主

要国で展開されているような産業に焦点を当てた具体的なデジタル推進政策とはなってい

ないと指摘している。そこで政府が産業に焦点を当てた政策として 2017 年に打ち出したの

が Connected Industries である。その基本的な考え方は「様々な繋がりにより新たな付加価値

が創出される産業社会の構築を目指す 30」というものである。 

 具体的には、5 つの重点取組分野を設定し、3 つの横断的な政策を展開している。5 つの

重点取組分野とは、①自動走行・モビリティサービス、②バイオ・素材、③スマートライフ、

④プラント・インフラ保安、⑤ものづくり・ロボティクス、である。また、横断的な政策は、

①リアルデータの共有・利活用、②データ活用に向けた基盤整備、③さらなる展開、の 3 つ

に整理されている。5 つの重点取組分野についてはそれぞれ分科会を設置して課題を整理し、

今後何をすべきかを明瞭にする仕組みを取っている。また、3 つの横断的な政策についても

2018 年 5 月の産業データ共有事業の認定制度の創設以降、短期間に数多くの政策を実現し

ている。 

 藤田(2019)では、Connected Industries は後述する DX なしに実現することは考えられない

と指摘している。実際、経済産業省も Connected Industries 政策と並行して DX を実現してい

く上での IT システムに関する課題の整理と対応策の検討を行い、一般的に企業がデジタル

変革を進めるための課題抽出と議論を進めている。また、近年は DX の注目度が高まる一方

で Connected Industries の知名度は未だに低い印象を受ける。 

 

4-3．Digital Transformation の概要と本稿での定義 

 総務省(2019)によると、Digital Transformation(DX)という概念は Stolterman, Fors(2004)で初

めて提唱されたとされる。新聞記事検索による記事数の推移は増加傾向にあり、近年その注

                                                        
のバリューネットワークも水平に結ばれることで、「第 4 次産業革命」が生まれるとの考え方を反映した

命名であるとされている。 
29 内閣府(https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/) 参照。 
30 藤田(2019) p44 参照。 
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目度は高くなっている。特に新型コロナウイルス感染症が拡大した 2020 年は大きく注目さ

れることとなった概念である。 

（図表 8） 

Stolterman, Fors(2004)では「IT を全面的に受容することに反対する」ことに批判的な立場

を取って 31おり、DXの定義について、”The digital transformation can be understood as the changes 

that the digital technology causes or influences in all aspects of human life32”と述べている。つま

り、DX はデジタル技術が生活の全てに及ぼす変化として理解できるとしている。しかし、

DX には明確な定義が存在しないため、ここでは本稿における DX の定義を行う。まず、DX

の定義について述べられている文献を整理する。 

・内閣官房 IT 総合戦略室(2020) p1 

 Digital Transformation（デジタルトランスフォーメーション、DX）は、将来の成長、競争

力強化のために、新たなビジネスモデルを創出・柔軟に改変すること。企業が外部エコシス

テム（顧客・市場）の劇的な変化に対応しつつ、内部エコシステム（組織、文化、従業員）

の変革を牽引しながら、第３のプラットフォーム（クラウド、モビリティ、ビックデータ/

アナリティクス、ソーシャル技術）を利用して、新しい製品やサービス、新しいビジネスモ

デルを通して、ネットとリアルの両面での顧客エクスペリエンスの変革を図ることで価値

を創出し、競争上の優位性を確立すること。 

・経済産業省(2018b) p2 

企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社

会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、

組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること。 

・総務省(2019) p138 

ICT の浸透が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させること 

・Alina, Sarah, Ulrike(2018) p9 

we refer to DT as the process of organizational or societal changes driven by innovations and 

developments of ICT. DT includes the ability to adopt technologies rapidly and affects social as well 

as technical elements of business models, processes, products and the organizational structures. 

“DX は ICT のイノベーションと発展によってもたらされる組織や社会の変化の過程とす

る。DX はテクノロジーを急速に取り入れる能力を持ち、技術要素やビジネスモデル、ビジ

ネスプロセス、製品、組織戦略と同様に社会にも影響を及ぼすことができる。” 

・JETRO(2020) p1 

企業（機関）が変化し続けるビジネス/市場要件を満たすために、デジタル技術を用いて、

（既存の）ビジネスプロセス、文化、顧客体験を新たに創造（新たな手法を用いて改善）す

                                                        
31 Stoleterman, Fors(2004) p687 参照。 “we explore and propose a research position by taking a critical stance against 

unreflective acceptance of information technology”と述べられている。 
32 Stoleterman, Fors(2004) p689 参照。 
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るプロセス 

以上の定義を踏まえ、Stolterman, Fors(2004)の定義における言葉を補完する形で本稿にお

ける DX の定義を以下のように決定する。 

「Digital Transformation（DX）とは、企業がデジタル技術とデータ/アナリティクスを事業

のコアに据え置いて活用し、製品やサービス、ビジネスモデル、経営戦略を変革することに

より競争上の優位性を確立すること。」 

 

4-4．情報サービス業及びユーザ企業の取り組みに関する考察 

4-4-1．情報サービス業に関する考察 

 3 章でも述べたように、情報サービス業が抱える課題の本質は変わっていないと考えられ

る。しかし、情報サービス業を取り巻く状況は変わっており、それこそが DX に代表される

ような ICT を事業の中心に置いたビジネスモデルの創出が求められるようになったことで

ある。受託開発事業が縮小する中、情報サービス業には、IT の専門家という立場からユー

ザ企業と共に新たなビジネスモデルを考えるパートナーとしての役割が求められていると

考えられる。以下では、3 章で用いたユーザ企業との関係、経営層、人材の 3 点から情報サ

ービス業の今後の取り組みのあり方について考察する。 

 

○ユーザ企業との関係における取り組み 

まず、ユーザ企業の一歩先を進む必要があると考えられる。情報サービス産業協会(2019)

によると、今後成長する企業は自ら積極的に新技術を学び導入していくことが見込まれる

とされている。そのようなユーザ企業と一緒に成長するためには情報サービス企業として

技術的には常に顧客の一歩先を進む必要があると考えられる。 

次に、ユーザ企業の事業と業務に対する深い知識を持つ必要があると考えられる。情報サ

ービス産業協会(2019)によると、ベンダー企業は「顧客の事業に踏み込み問題意識や問題が

発生している背景情報を共有することが重要である 33」とされている。また、ユーザ企業と

ベンダー企業で IT 知識が分断されている状況を克服するためにも、ベンダー企業には顧客

の業務に対する深い知識が必要と考えられる。 

 

○経営層における取り組み 

まず、内需型事業構造から脱却する必要があると考えられる。みずほ銀行産業調査部

(2018)によると、そのためには海外市場、とりわけ「世界最大の市場規模(約 4 割)を誇り、

かつ IT 最先進国である 34」米国市場での事業拡大が重要になるとされている。また、米国

を中心に相応の事業基盤を有する海外大手 SIer の大型買収の英断も必要になると指摘して

いる。 
                                                        
33 情報サービス産業協会(2019) p41 参照。 
34 みずほ銀行産業調査部(2018) p144 参照。 
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次に、適切な評価基準と職務環境の整備が必要と考えられる。情報サービス産業協会

(2019)によると、新しい取り組みに挑戦することが不利にならないために、既存事業と新規

事業は早めに組織を分離して、異なる評価基準で運営することを検討する必要があるとさ

れている。加えて、優秀な社員を確保して事業に貢献してもらうために、仕事と生活の調和

を高めることで社員の意欲と能力を引き出す取組みが必要だと述べている。 

 

○人材における取り組み 

 まず、スキルシフトの必要があると考えられる。情報サービス産業協会(2019)によると、

近年求められているのは不確実性の高い取り組みに対してリスクを抱えながら柔軟に対応

することだとされている。そこで、プロジェクトマネジメントそのものに関する技術的なス

キルのみならず、戦略及びビジネスのマネジメントの 3 領域のスキルをバランスよく習得

することが求められているとされている。 

  次に、深い業務知識を習得する必要があると考えられる。これは、アジャイル型の開発を

進めたり顧客の抱える課題に適切な解決策を提示・実装したりするために必要な業務知識

を深化させることである。IT エンジニアが業務知識を深めることが先述したユーザ企業の

パートナーへの転換へと繋がり、DX の実現にも大きく関わると考えられる。 

 

4-4-2．ユーザ企業に関する考察 

 ユーザ企業には IT に関するノウハウを自社内に蓄積させ、経営層が主導する形で DX を

含むデジタル化を推進することが求められていると考えられる。これについても同様にベ

ンダー企業との関係、経営層、人材の 3 点から説明する。 

 

○ベンダー企業との関係における取り組み 

 情報サービス産業協会(2019)によると、ユーザ企業に求められるのは、「課題や対応方針

を論理的に専門家に伝えること 35」であるとされている。そこで、ベンダー企業に論理的に

伝えるために、「手段から入るのではなく、自社の事業や製品/サービスが抱える問題やその

改善の機会を探索し自社の問題を明確化することから入るべき 36」である。これによってベ

ンダー企業に丸投げの状態が改善され、システムのブラックボックス化等のデジタル化推

進の阻害要因を取り除くことができると考えられる。 

 

○経営層における取り組み 

 まず、経営層が DX に対して適切な理解を持ち、積極的に関与することが必要だと考えら

れる。これについて経済産業省(2018a)では、DX を進めたユーザ企業では必ずと言っていい

ほど経営層の強いコミットがあると指摘している。また、情報サービス産業協会(2019)によ

                                                        
35 情報サービス産業協会(2019) p25 参照。 
36 情報サービス産業協会(2019) p25 参照。 
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ると、適切な技術を利用するために、ベンダー企業と単なる受発注関係を越えて将来を見越

した戦略的な提携関係を構築する判断が必要になるとされている。 

 また、IT 投資においても技術的負債を解消し、攻めの IT 投資の割合を増やす必要がある

と考えられる。技術的負債とは、「短期的な観点でシステムを開発し、結果として、長期的

に運用費や保守費が高騰している状態 37」のレガシーシステムを指す。DX推進のためにも、

技術的負債の解消を早期に実現する必要があると考えられる。 

 

○人材における取り組み 

 ユーザ企業側の人材も IT 知識を高めることが必要だと考えられる。経済産業省(2018a)に

よると、ベンダー企業が提供する価値をユーザ企業が正当に評価する関係を構築していく

ことが必要だとされている。よってベンダー企業との提携だけでなく、価値の正当な評価の

ためにもユーザ企業の人材が IT 知識を高めることが重要だと考えられる。 

 

5．おわりに 

 以上、本稿では、DX 実現の阻害要因の根幹を成しているのは情報サービス業の構造なの

ではないか、という問題意識の下、情報サービス業の起源と変遷について先行研究の渉猟を

通して技術・産業・投資の 3 点から整理し、情報サービス業の課題とともに説明した。ま

た、情報サービス業の今後の展望について、起源と変遷及び先行研究をもとに考察を行った。

その結果、情報サービス業は 1980 年代後半に台頭したこと、情報サービス業が抱える課題

の本質は変わらないこと、の 2 点が分かった。その中で DX 実現のために、情報サービス業

はユーザ企業のパートナーとしての役割が求められているという点について、ユーザ企業

との関係・経営層・人材の 3 点から検討した。 

 しかし、欧米や中国との比較を通した分析を本稿では行っていない。具体的には、ベンダ

ー企業とユーザ企業に存在する IT 人材の割合や、情報サービス業の特徴、ビジネスモデル

についての比較を行っていない。また、DX 実現に向けた取り組みについて、上記の考察に

ついての事例や、それに伴う効果測定を行なった分析は行っていない。現時点では日本にお

ける DX の事例が十分に揃っておらず、海外の事例との比較を通した分析を行う必要があ

ることが一因として挙げられる。それ故、本稿で考察した情報サービス業の取り組みが実施

された後にビジネスモデルやユーザ企業との関係がどう変化したかという点については、

今後の研究課題として残されていることを最後に記しておきたい。 

 

  

                                                        
37 経済産業省(2018a) p14 参照。 
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〔図表一覧〕 

図表 1 情報通信産業における実質 GDP(2011 年価格)の推移 

 
出所：総務省(2020a) p58 図表 3-16 より抜粋。 

 

図表 2 日米 実質 GDP の指数の推移（2000 年＝100） 

 
出所：総務省(2020a) p57 図表 3-15 より抜粋。 
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図表 3 情報通信産業の実質 GDP 成長率と情報サービス業の寄与度の日米比較 

（日本：2011 年価格、米国：2009 年価格） 

 
出所：総務省(2020a) p58 図表 3-17、p59 図表 3-19 をもとに筆者作成。 

 

図表 4 技術の推移と代表的な製品（1900 年〜2020 年） 
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出所：武田(2011)、中野(2017)、長谷川(2000)、JIPDEC(2017)をもとに筆者作成。 
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図表 5 日本標準産業分類(第 13 回改定)における調査対象(細分類は省略) 

 
出所：日本標準産業分類(第 13 回改定版)をもとに筆者作成。 

 

図表 6 日本標準産業分類における細分類数の推移と主な改定内容 

   （製造業・サービス業の細分類数は図表 5 で示した調査対象に準備する。） 

 
出所：日本標準産業分類各年版をもとに筆者作成。 
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図表 7 実質情報化投資額(2011 年価格)とその割合の推移（1980 年〜2018 年） 

 
出所：総務省(2020a) p18 図表 1-9 をもとに筆者作成。 

 

図表 8 DX に関する記事数の推移（左：2015-2020 年、右：2020 年 1 月-12 月） 

 

出所：日本経済新聞社「日経テレコン」での記事検索結果をもとに筆者作成。 
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